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株主各位

証券コード７６１４

（発送日）2023年４月12日

（電子提供措置の開始日）2023年４月６日

株 主 各 位
東 京 都 港 区 芝 大 門 ２ 丁 目 ４ 番 ７ 号

代表取締役社長 大 越 　 勤

　当社ウェブサイト（http://www.om2.co.jp/ir/library02.html）

　東京証券取引所ウェブサイト

（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）

第64期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第64期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し
上げます。

　本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の
当社ウェブサイトに「第64期定時株主総会」の株主総会資料として電子提供措置
事項を掲載しております。

　また、電子提供措置事項は、上記の他、東京証券取引所ウェブサイトにも掲載
しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスしていただき、銘柄名（会社
名）に「オーエムツーネットワーク」または証券コード「7614」を入力・検索し
「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を選択の上ご覧ください。

［書面による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年４月26日（水
曜日）午後５時30分までに到着するようにご返送ください。
［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスし
ていただき、画面の案内にしたがって、2023年４月26日（水曜日）午後５時30分
までに議案に対する賛否をご入力ください。
　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネ
ットによる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げま
す。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2023年４月27日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都港区芝公園１丁目５番10号

芝パークホテル　２階　ローズの間
（末尾の会場ご案内略図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報告事項１.

　　　　２.

第64期（2022年２月１日から2023年１月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結
計算書類監査結果報告の件
第64期（2022年２月１日から2023年１月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

記

以　上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
○株主総会にご出席者の株主様へのお土産はご用意しておりませんので、あらか
じめご了承いただきますようお願い申し上げます。
○電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正
前と修正後の内容を掲載させていただきます。

<新型コロナウイルス感染防止への対応について>
○株主総会では運営スタッフは、マスク着用で応対をさせていただきます。
○受付ほか、会場入場口には、消毒液を設置いたします。
○株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの健
康状態にご留意いただき、くれぐれもご無理をなされませぬようお願いいたしま
す。
○ご高齢の方や基礎疾患がある方、妊娠されている方等におかれましては、ご出
席を見合わせることもご検討ください。
○当日体調不良と見受けられる方には、運営スタッフがお声がけさせていただく
場合がございます。
○今後の状況変化により、株主総会の運営に変更が生ずる場合がございますの
で、適宜当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.om2.co.jp）をご確認くださ
い。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくだ
さいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

議決権行使書用紙を会場受

付にご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に

対する賛否をご表示のう

え、ご返送ください。

次ページの案内に従って、

議案の賛否をご入力くださ

い。

日　時 行使期限 行使期限

2023年４月27日（木曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）

2023年４月26日（水曜日）

午後５時30分到着分まで

2023年４月26日（水曜日）

午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１、３、４号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り

扱いたします。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行

使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使

をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力するこ

となく議決権行使ウェブサイトにログインする

ことができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に
限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数で

すがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に

記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力し

てログイン、再度議決権行使をお願いいたします。

※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイ

トへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。

1

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトに
アクセスしてください。

1

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9:00～21:00）
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当事業年度の事業の状況

（ 2022年２月１日から
2023年１月31日まで ）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症

の収束に向けての動きが加速する中で、ロシアのウクライナ侵攻に伴う

原材料価格の高騰や、急速な円安が助長する物価高が続くなど依然とし

て不透明な状況と厳しい事業環境が見込まれています。

当社グループ中核事業の属する食品小売業界におきましては、取り扱

う商品が国民の毎日の生活にとって欠かせない必需品であるものの、仕

入れコストや人件費の上昇の他、物流費の増加、依然として続く労働力

不足等、厳しい経営状況が続いております。

②　当社グループの経営成績の概況

このような中で当社グループは、政府や自治体による新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大防止に関わる様々な要請に応えるとともに、従業

員の健康と安全管理の徹底を最優先したうえで、お客様のニーズに応え

るべく様々な施策を行ってまいりました。小売部門においては、対策本

部を設置のうえ、意思決定や情報共有を円滑に図るとともに、地域の方

の毎日の生活を支えるという使命のもと、お客様に安全に安心して食品

をお買い物いただくことができるよう日々の店舗運営維持に努めてまい

りました。

外食事業にあっては、まん延防止等重点措置により、首都圏や他の大

都市圏における多くの店舗が時短営業を余儀なくされる事態となりまし

たが、３月の解除後は行動制限もないことから徐々に回復基調となりま

した。また、メニュー及び料金の改定を実施するとともに、不採算店の

閉鎖も実施しております。なお、上記休業や時短営業に伴う助成金や協

力金の収入は補助金収入、損失は店舗休止等損失として計上しておりま

す。
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当事業年度の事業の状況

ⅰ）当社グループの状況

　当社グループにおいては、上記の環境のもと、当連結会計年度における

売上高は315億41百万円（前連結会計年度比6.1％増）、営業利益は15億円

（同32.1％増）、経常利益は15億６百万円（同15.2％増）、親会社株主に

帰属する当期純利益は８億86百万円（同8.8％減）となりました。

ⅱ）当社の状況

純粋持株会社として子会社４社（食肉等の小売業２社、外食業２社）の

事業を統括し、主な収益源を子会社からの配当金及びグループ運営収入と

する当社の当期売上高は８億１百万円(前事業年度比0.4％減）、営業利益

は５億51百万円（同2.0％減）、経常利益は５億65百万円（同1.2％減）、

当期純利益は４億30百万円（同5.6％減）となっております。

　事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。

ⅰ）食肉等の小売業セグメント

当連結会計年度中の開店は４店、閉店は７店であり、当連結会計年度

末の店舗数は146店になりました。内訳は食肉小売店舗135店、惣菜小売

店舗11店であります。当セグメントを取り巻く環境は上記記載の通り

で、前連結会計年度では、損益取込期間が短い(株)マルチョウ神戸屋の

影響もあり、売上高は248億３百万円（前連結会計年度比0.1％増）とな

りました。営業利益については、原料相場の高騰等の影響をうけ15億86

百万円（同4.8％減）となりました。なお、本事業を管轄する子会社２社

の当連結会計年度は以下となっています。

(株)オーエムツーミート　　　　　2022年２月１日～2023年１月31日

(株)マルチョウ神戸屋　　　　　　2021年11月１日～2022年10月31日
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当事業年度の事業の状況

ⅱ）外食業セグメント

当連結会計年度中の閉店は１店であり、当連結会計年度末の店舗数は

40店になりました。当セグメントを取り巻く環境は、上述の通り、新型

コロナウイルス問題の影響が回復基調にあり、売上高は67億37百万円

（前連結会計年度比36.0％増）、営業利益１億62百万円（前連結会計年

度は２億94百万円の営業損失）となりました。なお、本事業を管轄する

子会社２社の当連結会計年度は以下となっています。

(株)オーエムツーダイニング（ステーキレストラン事業）

2021年12月１日～2022年11月30日

(株)焼肉の牛太（焼肉・しゃぶしゃぶ事業）

2022年１月１日～2022年12月31日

③　設備投資の状況

ⅰ）当社グループの状況

　当連結会計年度中において実施した当社グループの設備投資の総額は

１億79百万円となっております。その主なものは食肉等の小売業及び外

食業における新店舗開設等であります。

ⅱ）当社の状況

特記すべき事項はありません。

④　資金調達の状況

ⅰ）当社グループの状況

特記すべき事項はありません。

ⅱ）当社の状況

特記すべき事項はありません。

⑤　重要な組織再編等の状況

　特記すべき事項はありません。
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財産及び損益の状況の推移

区　　　分
第 61 期 第 62 期 第 63 期

第 64 期
当連結会計年度

2020年１月期 2021年１月期 2022年１月期 2023年１月期

売 上 高 千円 29,961,739 29,579,803 29,724,487 31,541,364

経 常 利 益 千円 1,239,199 1,650,655 1,307,868 1,506,523

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

千円 678,922 689,081 972,580 886,756

１株当たり当期純利益 円 100.56 102.33 144.51 131.76

純 資 産 千円 13,285,873 13,815,523 14,627,646 15,361,845

総 資 産 千円 16,471,297 17,793,965 18,255,372 19,180,809

区　　　分
第 61 期 第 62 期 第 63 期

第 64 期
当事業年度

2020年１月期 2021年１月期 2022年１月期 2023年１月期

売 上 高 千円 808,056 784,781 805,376 801,847

経 常 利 益 千円 562,266 545,664 572,134 565,165

当 期 純 利 益 千円 460,407 422,209 455,660 430,312

１株当たり当期純利益 円 68.20 62.70 67.70 63.94

純 資 産 千円 8,562,333 8,808,470 9,121,178 9,392,917

総 資 産 千円 8,661,256 8,997,970 9,233,504 9,525,755

(2) 財産及び損益の状況の推移

①当社グループの財産及び損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式数を控除した株式数）に

基づき算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結

会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会

計基準等を適用した後の数値となっております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式数を控除した株式数）に

基づき算出しております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当事業

年度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等

を適用した後の数値となっております。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

会 社 名 資 本 金 親会社の議決権比率 主要な事業内容

エ ス フ ー ズ 株 式 会 社 4,298,354千円 53.3％ 食肉等の製造・卸売業

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株式会社オーエムツーミート 13,000千円 100.0％ 食肉等の小売業

株 式 会 社 焼 肉 の 牛 太 312,000千円 100.0％ 外 食 業

株式会社オーエムツーダイニング 10,000千円 100.0％ 外 食 業

株 式 会 社 マ ル チ ョ ウ 神 戸 屋 30,000千円 100.0％ 食肉等の小売業

名 称 住 所
株式の帳簿価額の
合 計 額

当社の総資産額

株式会社オーエムツーミート
東京都港区芝
大 門 2 - 4 - 7

1,919,846千円
9,525,755千円

株 式 会 社 焼 肉 の 牛 太
兵庫県姫路市
楠 町 1 1 3

2,502,100千円

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

（注）１．子会社は親会社との間で商品の販売・仕入等の取引があります。

　　　２．親会社と当社との間には、事業活動を行う上での承認事項等、当社の重要な財務及び

事業の方針に関する特段の制約はありません。当社は、親会社であるエスフーズ株式

会社との間で重要な取引を行うに際しては、その取引が当社の利益を害することがな

いよう、一般取引先との取引条件を念頭に、親会社の担当部門と協議を行い適正な取

引条件の実現を図っています。親会社への資金の預けについては、グループファイナ

ンスを目的とし、その金利は市場金利を勘案したものとなっています。

　当社取締役会は、上記の対応により適正な取引実現のために必要な措置が講じられ

ていると判断しております。

　また、取締役会の判断は社外取締役の意見と異なるものはありません。

②　重要な子会社の状況

③　特定完全子会社に関する事項

(4) 対処すべき課題

当社グループは食肉小売店をテナントとして展開する事業を中核と位置付
け、日本一の食肉小売店グループを実現することを目標に、たゆまざる変革を
推進してまいります。また、食肉専門会社としての基盤強化のため食肉に関連
したビジネスの多角化も検討を続けてまいります。
当社グループの目標は、いたずらに売上規模ナンバーワンを目指すことでは

なく、食肉専門会社として、質的に他社と差別化された商品・サービスを最高
の競争力をもって提供することにより、お客様からナンバーワンの支持をいた
だくことにあります。
当社グループはこの目標実現のため、以下の施策に取り組んでまいります。
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重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

○食の安心・安全への取り組み
○川上（食肉卸売業者、総合商社）との連携強化
○ローコストオペレーションの追求
○新たなる食肉関連ビジネス、店舗展開への挑戦
○店舗運営の強化
○リニューアルの強化
○人材の育成と店舗運営をサポートするＩＴ技術の活用

－ 10 －
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企業集団の主要な事業内容、企業集団の主要拠点等、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業の種類別セグメント 主な事業内容

食 肉 等 の 小 売 業
食肉、食肉加工品等の小売業
惣菜小売業

外 食 業
焼肉レストラン経営
ステーキレストラン経営

(5) 企業集団の主要な事業セグメント（2023年１月31日現在）

当 社 本社：東京都港区

株式会社オーエムツーミート
本社：東京都港区
店舗：東京都墨田区他134店舗

株 式 会 社 焼 肉 の 牛 太
本社：兵庫県姫路市
店舗：兵庫県姫路市他31店舗

株式会社オーエムツーダイニング
本社：東京都港区
店舗：東京都港区他９店舗

株 式 会 社 マ ル チ ョ ウ 神 戸 屋
本社：富山県富山市
店舗：富山県富山市他12店舗

(6) 企業集団の主要拠点等（2023年１月31日現在）

種 類 別 セ グ メ ン ト 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

食肉等の小売業 441 （315）名 △26 （12）名

外食業 102 （291）名 △13 （81）名

全社（共通） 13 （１）名 1 （△1）名

合計 556 （607）名 △38 （92）名

(7) 使用人の状況（2023年１月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。
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企業集団の主要な事業内容、企業集団の主要拠点等、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

13（１）名 １（△１）名 39.0歳 8.7年

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

借入先 借入額

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 139,340千円

(8) 主要な借入先の状況（2023年１月31日現在）

①　当社グループの主要な借入先の状況

②　当社の主要な借入先の状況

　該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

　①　発行可能株式総数 17,280,000株

　②　発行済株式の総数 7,335,634株

　③　株主数 2,210名

　④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

エ ス フ ー ズ 株 式 会 社 3,584千株 53.3％

オーエムツーネットワーク取引先持株会 495千株 7.4％

丸 本 　 敦 216千株 3.2％

株 式 会 社 エ ム 170千株 2.5％

BBH　FOR　FIDELITY　PURITAN　TR：
F I D E L I T Y 　 S R 　 I N T R I N S I C　
O P P O R T U N I T I E S 　 F U N D

160千株 2.4％

I N T E R A C T I V E 　 B R O K E R S 　 L L C 103千株 1.5％

STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT 
O M N I B U S  A C C O U N T  O M 0 2  5 0 5 0 0 2

95千株 1.4％

日 本 ハ ム 株 式 会 社 89千株 1.3％

ハ ニ ュ ー フ ー ズ 株 式 会 社 72千株 1.1％

伊 藤 ハ ム 株 式 会 社 72千株 1.1％

２.会社の現況

（1)株式の状況（2023年１月31日現在）

（注）１.当社は自己株式を605千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

（2)新株予約権等の状況

　　該当事項はありません。

－ 13 －



2023/04/03 15:45:02 / 22944195_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知_電子提供措置用

会社役員の状況

氏 名 会社における地位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

大 越 　 勤 代 表 取 締 役 社 長 株式会社ｵｰｴﾑﾂｰﾐｰﾄ代表取締役社長

生 田 英 明 取 締 役 株式会社ｵｰｴﾑﾂｰﾐｰﾄ取締役副社長

児 玉 光 二 取 締 役 株式会社ｵｰｴﾑﾂｰﾐｰﾄ取締役副社長

森 　 田 　 竜 太 郎 取 締 役 管 理 部 長

富 沢 　 進 取締役（監査等委員）

森 　 本 　 宏 一 郎 取締役（監査等委員） 東銀座総合法律事務所　代表者

吉 村 直 樹 取締役（監査等委員）
エ ス フ ー ズ 株 式 会 社
取 締 役 経 営 企 画 室 長
兼 経 理 部 長 兼 関 係 会 社 担 当

(3)会社役員の状況

①　取締役の状況（2023年１月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）富沢進氏及び取締役（監査等委員）森本宏一郎氏は社外取締役

であります。

２. 取締役（監査等委員）吉村直樹氏は、親会社であるエスフーズ株式会社の経理部長を

経験しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３. 当社は、富沢進氏及び森本宏一郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし

て指定し、同取引所に届け出ております。

４. 当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、事務局を設置し、重要な会議

への出席等を通じて情報の収集を行うほか、内部監査部門から定期的にヒアリング

を行い、監査の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定しており

ません。

②　責任限定契約の内容の概要

　当社は、全ての監査等委員である取締役との間で、会社法第427条第１項及

び当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について、同

法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする旨の責任限定契約を締

結しています。

③　役員等賠償責任保険（Ｄ＆О保険）契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で取締役（監査等委員である取締役を含む）及び

子会社役員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険（Ｄ＆О保険）契約を締結しており、被保険者である取締役がそ

の職務の執行に関し、責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受け

ることによって生ずることのある損害が補填されます。保険料は全額会社が
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会社役員の状況

区 分 支 給 員 数 報 酬 等 の 総 額

取締役（監査等委員を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3
(－)

名 30
(－)

百万円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3
(2)

7
(6)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

6
(2)

37
(6)

負担しております。故意又は重過失に起因する損害賠償請求は当該保険契約

により補填されません。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容

での更新を予定しております。

④　取締役の報酬等の総額

（注）１. 上表には、2022年４月27日開催の第63期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役（監査等委員を除く。）１名を含んでおります。

２. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給

与は含まれておりません。

３. 取締役（監査等委員を除く。）の員数は５名ですが、無支給者が２名いるため支給員

数と相違しております。

４. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2020年４月28日開催の第61期定時株

主総会において、年額200百万円以内（うち社外取締役分30百万円以内）と決議いた

だいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は４

名です。

５. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2020年４月28日開催の第61期定時株主総会に

おいて、年額50百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締

役（監査等委員）の員数は３名です。

６. 上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額２百万円（取締役（監査等委員を除

く。）３名２百万円）。

７. 当社の役員報酬は固定報酬のみとなり、業績連動報酬等及び非金銭報酬等はありませ

ん。

⑤　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等

　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において、取締役（監査等委員を

除く。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。ま

た、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個別報酬について、取締役会に

おいて決議した決定方針に従い適正に決定されていることから、当該決定方

針に沿うものであると判断しております。取締役の個人別の報酬等の内容に

係る決定方針等は次の通りです。
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会社役員の状況

・基本方針

　当社の取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬は、継続的な企業

価値向上を念頭に、当社取締役が担うべき機能・役割に応じた水準とし、そ

の具体的金額の決定については、取締役会の決議に基づくことを基本方針と

しております。

　なお、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬のみとしてお

ります。

・基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与

える時期又は条件の決定に関する方針を含む。)

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数

に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合

的に勘案して決定するものとしております。

・取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　当社の取締役の報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数等に

応じて当社の業績、他社水準、従業員給与の水準も考慮しながら、総合的に

勘案して決定しております。

　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき、代表取締役社長であ

る大越勤氏が各取締役の職位、業績に対する貢献度を総合的に勘案して決定

しております。同氏に委任した理由は、当社及び子会社を取り巻く環境、経

営状況等を、当社及び子会社において最も熟知しており、総合的に役員の報

酬額を決定できると判断したためであります。

　なお、決定された個人別の報酬額は、取締役会において審議を経て承認さ

れております。

　子会社の取締役を兼務の２名については、その報酬額に鑑み、当社からの

報酬はありません。

⑥　社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況及び社外取締役に期待される役割に関し

て行なった職務の概要

取締役（監査等委員）　富沢進

当事業年度に開催された取締役会全13回の全てに、監査等委員会は全６

回の全てに出席いたしました。
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会社役員の状況

親会社の専務取締役経営管理本部長を経験しており、経営全般の適切な

アドバイスを得ております。

取締役（監査等委員）　森本宏一郎

社外取締役 森本宏一郎氏は東銀座綜合法律事務所の代表者でありま

す。なお、当社と東銀座綜合法律事務所との間に重要な取引その他の関

係はありません。

当事業年度に開催された取締役会全13回のうち12回に、監査等委員会は

全６回の全てに出席いたしました。

弁護士としての専門的見地から、取締役会において特にコンプライアン

スの観点から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発

言を行っております。また監査等委員会においては、主にコンプライア

ンスの観点から適宜、必要な発言を行っております。

－ 17 －



2023/04/03 15:45:02 / 22944195_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の状況

支払額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,500千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
　その他の財産上の利益の合計額

25,500千円

(4)会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

２.監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報

酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、そ

の必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解

任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監

査等委員は、会計監査人を解任後最初に招集される株主総会におきま

して、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

(5)業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制

イ. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役会が当社及び子会社の取締役の職務の執行状況を監督するため、当社及び子会

社の取締役は、会社の業務執行状況を当社に報告するとともに、他の取締役の職務執行

を相互に監視・監督する。

・各監査等委員は、監査等委員会で定めた監査の方針、業務分担に従い内部監査部門と

意見交換や情報の共有、内部監査の結果報告を通じ十分な連携を取リ、組織内部の監査

を実施する。

・コンプライアンス推進体制の整備を図ると共に、コンプライアンスマニュアル等を利

用し、役職員に対する啓蒙活動を継続する。

・公益通報者保護規程の適正な運用等を通して法令遵守その他の面で疑義のある行為の

把握及び是正措置を確実に実施する。

ロ. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役会議事録、各種重要な決定事項の稟議に係る文書の作成・保存を徹底し、閲覧

可能な状態を維持する。また、規程等により当該文書の保存年限を規定する。

ハ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社グループの事業活動に伴う重大なリスクの顕在化を防ぎ、万一リスクが顕在化し

た場合の損失を最小限に留めるためのリスク管理システムを整備しその適切な管理・運

用に当たる。

ニ. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会等において、当社グループの経営方針及び経営戦略を決定すると共に、年度

予算等の経営目標の決定及び進捗状況の監視を行う。

・各部署の権限及び責任を定め、会社の決定事項に基づく施策を効率的かつ適正に行

う。

ホ. 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

・定期的にグループ各社からの報告の機会を設け、グループ各社の業務執行状況の把握

に努める。

・定期的にグループ各社の内部監査を実施する。

・コンプライアンス、リスク管理等の基本方針を当社グループにおいて共有する。

ヘ. 監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項

・監査等委員会の職務は、監査等委員会事務局においてこれを補助する。

ト. 監査等委員を補助する使用人の独立性及び実効性に関する事項

・当該使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては、監査等委員会の指揮命令

に従うものとし、その命令に関して、取締役(監査等委員である取締役を除く。)等から

指揮命令を受けないものとする。又、人事に関する事項については、監査等委員会の事

前の同意を得るものとする。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

チ. 取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等委員への報告

に関する体制

・監査等委員の職務の効果的な遂行のため、取締役及び使用人は、会社経営及び事業運

営上の重要事項並びに業務遂行の状況及び結果について監査等委員会に報告する。この

重要事項にはコンプライアンスに関する事項及びリスクに関する事項その他内部統制に

関する事項を含むものとする。

・取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は

直ちに監査等委員会に報告する。

・監査等委員会への報告は、誠実に洩れなく行うことを基本とし、定期的な報告に加え

て、必要の都度遅滞なく行う。

リ. 監査等委員に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制

・当社及び子会社は、「内部通報制度」に則り、報告を行った者につき、秘匿性を確保

し、当該報告をしたことを理由として、不利益な取扱いは行わないことを社内規程に定

める。

ヌ. 監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係わる方針に関する事項

・監査等委員がその職務の執行につき、費用の前払等を請求したときは、請求に係る費

用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速

やかに当該費用又は債務を処理する。

ル. 監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員会は、必要に応じて監査等委員以外の取締役及び使用人からの個別ヒアリ

ングの機会を設けるとともに、代表取締役社長と適宜に意見交換を行う。また、当社の

会計監査人から定期的に会計の内容につき説明を受けるとともに情報交換を行う。

ヲ. 財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社グループは、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に関する内部統制シス

テムを構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価するとともに、維持・改善に

努める。

ワ. 反社会的勢力誹除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・当社グループは、反社会的勢力に対しては毅然とした対応に徹し、一切関係を持たな

いことを基本方針として、倫理規範・人権・コンプライアンスに関する研修など、平素

より啓発活動に努めております。また、管理部を対応部署として必要に応じて所轄警察

署・顧問弁護士等、外部の専門機関とも連携しております。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

②　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

イ. 取締役の職務の執行について

取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動するよう徹底

しております。当事業年度において取締役会を13回開催しております。

ロ. 監査等委員会の職務の執行について

毎月１回開催される定時取締役会には監査等委員全員が出席して、重要な意思決定の過

程及び業務の執行状況を確認しております。また、監査等委員会は、当社監査人である

有限責任あずさ監査法人より四半期ごとに、レビュー及び監査の報告を受けておりま

す。

ハ. 内部監査の実施について

当社及びグループ各社において、内部監査基本計画に基づき、内部監査を実施しており

ます。

ニ. 財務報告に係る内部統制について

内部統制に関する基本計画に基づき内部統制評価を実施しております。

(6)会社の支配に関する基本方針

特に定めておりませんので記載すべき事項はありません。
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連結貸借対照表

（2023年１月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

テ ナ ン ト 未 収 入 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

13,690,977

11,051,823

403,538

1,419,934

502,207

43,505

167,379

104,008

△1,420

5,489,831

1,563,613

1,468,026

136,592

582,212

314,082

△937,300

279,226

197,181

82,045

3,646,991

2,338,339

25,423

127,112

180,498

941,379

34,246

△9
　

流 動 負 債 3,258,948

買 掛 金 1,726,906

1年内返済予定の長期
借 入 金

136,124

未 払 金 367,858

未 払 法 人 税 等 325,163

賞 与 引 当 金 86,087

そ の 他 616,807

固 定 負 債 560,016

長 期 借 入 金 54,558

退職給付に係る負債 54,802

役員退職慰労引当金 61,264

資 産 除 去 債 務 316,684

そ の 他 72,706

負 債 合 計 3,818,964

純 資 産 の 部

株 主 資 本 15,204,673

資 本 金 466,700

資 本 剰 余 金 1,391,999

利 益 剰 余 金 13,943,593

自 己 株 式 △597,619

その他の包括利益累計額 157,171

その他有価証券評価差額金 136,172

退職給付に係る調整累計額 20,998

純 資 産 合 計 15,361,845

資 産 合 計 19,180,809 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,180,809

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結損益計算書

（ 2022年２月１日から
2023年１月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 31,541,364

売 上 原 価 19,463,076

売 上 総 利 益 12,078,288

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,577,647

営 業 利 益 1,500,641

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,395

受 取 配 当 金 1,937

家 賃 収 入 4,438

協 賛 金 収 入 26,277

受 取 手 数 料 918

そ の 他 18,797 59,765

営 業 外 費 用

支 払 利 息 516

不 動 産 賃 貸 原 価 302

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 47,193

そ の 他 5,870 53,883

経 常 利 益 1,506,523

特 別 利 益

有 形 固 定 資 産 売 却 益 1,088

補 助 金 収 入 171,975 173,064

特 別 損 失

有 形 固 定 資 産 除 却 損 7,710

減 損 損 失 207,914

店 舗 閉 鎖 損 失 2,912

店 舗 休 止 等 損 失 39,201 257,738

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,421,849

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 578,609

法 人 税 等 調 整 額 △43,516 535,093

当 期 純 利 益 886,756

親会社株主に帰属する当期純利益 886,756

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2022年２月１日から
2023年１月31日まで ）

（単位：千円）

株　　　　主　　　資　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2022年２月１日　期首残高 466,700 1,391,999 13,218,363 △597,619 14,479,442

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △161,525 △161,525

親会社株主に帰属する当期

純利益
886,756 886,756

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 725,230 － 725,230

2023年１月31日　期末残高 466,700 1,391,999 13,943,593 △597,619 15,204,673

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

2022年２月１日　期首残高 124,764 23,439 148,204 14,627,646

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △161,525

親会社株主に帰属する当期
純利益

886,756

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

11,408 △2,440 8,967 8,967

連結会計年度中の変動額合計 11,408 △2,440 8,967 734,198

2023年１月31日　期末残高 136,172 20,998 157,171 15,361,845

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ４社

・連結子会社の名称 株式会社オーエムツーミート

株式会社焼肉の牛太

株式会社オーエムツーダイニング

株式会社マルチョウ神戸屋

主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　２社

・会社等の名称 株式会社フードリエ

株式会社エスオー

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

①連結の範囲の変更

　該当事項はありません。

②持分法の適用の範囲の変更

　該当事項はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

 　　 連結子会社のうち、株式会社オーエムツーミートの決算日は１月31日です。また、株式会

社焼肉の牛太及び株式会社オーエムツーダイニング、株式会社マルチョウ神戸屋の決算日は

それぞれ12月31日、11月30日、10月31日です。ただし、決算日以降から連結決算日１月31日

までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　のもの 売却原価は主として移動平均法により算定しておりま

す。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産 主として最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産・投資不動産 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得の建物（建物附属

設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得の建物附

属設備及び構築物については定額法を採用しておりま

す。

主な耐用年数は、次の通りであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～15年

ロ．無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に

対応する実際支給見込額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 当社及び一部の連結子会社は役員の退任に伴う退職慰

労金の支給に備えるため、内規に基づく必要額を計上

しております。

ニ．店舗閉鎖損失引当金 店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、今後発

生すると見込まれる損失について、合理的に見積もら

れる金額を計上しております。
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

④　重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。

イ．食肉等の小売業 食肉等の小売業においては食肉、食肉加工品等を加

工・販売を行っております。これらの商品及び製品の

販売については、顧客に商品及び製品を引渡した時点

において顧客が支配を獲得し履行義務が充足されると

判断しており、当該引渡し時点で収益を認識しており

ます。

ロ．外食業 外食業においては焼肉レストラン及びステーキレスト

ラン経営を行っております。外食業については、サー

ビスの提供時点において顧客が支配を獲得し履行義務

が充足されると判断しており、当該サービス提供時点

で収益を認識しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　　退職給付に係る会計処理の 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

　　方法 結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。数理計算上の

差異については、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しております。過去勤務費用に

ついては、その発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費

用処理しております。なお、一部の連結子会社は、退

職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。

(6) のれんの償却に関する事項

  のれんは５年間で均等償却しております。
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会計方針の変更に関する注記

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することとしておりますが、これによる、連結計算書類に与える影響はありませ

ん。また、収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っておりますが、当連結会計年度の期首の利益剰余金に与える影響

はありません。

前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売

掛金」は、当連結会計年度より「売掛金」として表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。) 等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」 (企業会計基準第10号　2019年７月４日) 第44－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたっ

て適用することとしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。また、

「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項の

注記を行うこととしております。
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（単位：千円）

当連結会計年度

有形固定資産 1,563,613

無形固定資産 279,226

長期前払費用　（注） 30,551

減損損失 207,914

３．会計上の見積りに関する注記

（重要な会計上の見積り）

（固定資産の減損）

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（注）投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、遊

休資産については、物件単位でグループ化しており、減損の兆候がある資産又は資産グルー

プについて減損損失の認識の判定を行い、減損損失を認識すべきであると判定した場合は帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。

　当該資産の回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売

却価額については処分見積額より諸費用見積額を差し引いた額を時価として算定し、使用価

値については、将来キャッシュ・フローに基づく評価額がマイナスである場合は、使用価値 

は零として算定しております。

　将来キャッシュ・フローの見積りは、過年度実績や外部環境および内部環境を考慮して作

成した、将来の損益予測を基礎として行っております。なお、新型コロナウイルス感染症の

影響について、今後の感染状況を合理的に予測することは依然として困難ではありますが、

当連結会計年度における当社グループ全体の業績に及ぼす影響は軽微であることから、新型

コロナウイルス感染症による重要な影響はないものと仮定しております。

　なお、将来キャッシュ・フローの算定等に用いた仮定に大幅な変更が生じた場合には、翌

連結会計年度の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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会計上の見積りの変更に関する注記、連結貸借対照表に関する注記

４．会計上の見積りの変更に関する注記

　不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、退店時期等

の新たな情報の入手に伴い、店舗等の退去時に必要とされる原状回復費用に関して見積りの変更

を行っております。

見積りの変更による増加額70,000千円を変更前の資産除去債務残高に加算するとともに、同時

に計上した有形固定資産について全額を減損損失として特別損失に計上しました。

当該見積りの変更の結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は70,000千円減少してお

ります。

建物及び構築物 5,901千円

土地 154,500千円

計 160,401千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,558,293千円

建物及び構築物 4,147千円

機械装置及び運搬具 359千円

その他 3,700千円

計 8,207千円

５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　上記担保提供資産に対応する債務はありません。

(3) 圧縮記帳額

　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳

は、次の通りであります。
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場所 用途 種類
減損損失計上額

（千円）

島根県　　５件 店舗、事務所 建物、建物附属設備 87,516

千葉県　　２件 店舗 建物附属設備 37,505

茨城県　　２件 店舗 建物附属設備 21,706

その他　　12件 店舗 建物附属設備 61,187

建物 8,136千円

建物附属設備 199,777千円

　計 207,914千円

６．連結損益計算書に関する注記

(1)減損損失

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、遊

休資産については物件単位でグループ化しております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ及び予想しえな

い市況の変化に、当初予定しておりました計画の変更を要する資産グループの帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減額207,914千円を減損損失として特別損失

に計上いたしました。

　その内訳は、次の通りであります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測

定しております。正味売却価額については、処分見積額より諸費用見積額を差し引

いた額を時価として算定し、使用価値については、将来キャッシュ・フローに基づ

く使用価値がマイナスのため、回収可能価額を零として算定しております。

(2)補助金収入

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例措置の適用を受けた雇用調整助成金や時短協力金

等を補助金収入として特別利益に計上しております。

(3)店舗休止等損失

　新型コロナウイルス感染症に対する政府・自治体からの各種要請等を踏まえ、店舗の臨時休業

等の営業停止期間が発生しました。当該休業期間中に発生した固定費（人件費、賃借料、減価償

却費等）を店舗休止等損失として特別損失に計上しております。

－ 31 －



2023/04/03 15:45:02 / 22944195_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知_電子提供措置用

連結株主資本等変動計算書に関する注記

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 7,335千株 － － 7,335千株

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 605千株 － － 605千株

2022年４月27日開催の第63期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 161,525千円

・１株当たり配当金額 24円

・基準日 2022年１月31日

・効力発生日 2022年４月28日

2023年４月27日開催の第64期定時株主総会において次の通り付議いたします。

・配当金の総額 161,525千円

・１株当たり配当金額 24円

・基準日 2023年１月31日

・効力発生日 2023年４月28日

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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金融商品に関する注記

８．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用を行うこととしており

ます。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金、テナント未収入金、未収入金は、取引先の信用リスクに晒さ

れております。当該リスクに関しては、取引先毎の与信管理を徹底し、回収期日や残高

を定期的に管理することで、財務状況の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図って

おります。

　投資有価証券は、主に持分法適用会社の株式及び業務上に関係を有する企業等の株式

であり、上場株式は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行

体の財務状況等を分析・把握することで回収可能性の確保や減損懸念の軽減を図ってお

ります。

　長期貸付金は、取引先企業等に対する貸付金を有しており、貸付先の信用リスクに晒

されております。当該リスクに対しては、貸付先企業から、財務内容等を定期的にモニ

タリングする体制としております。

　敷金及び保証金は、主に店舗の賃借に伴う敷金及び保証金であります。これらは、差

し入れ先の信用リスクに晒されておりますが、賃貸借契約に際し差し入れ先の信用状況

を把握するとともに、定期的にモニタリングを行い、信用度を個別に管理しておりま

す。

　営業債務である買掛金、未払金は、ほぼ１ヶ月以内の支払期日であります。

－ 33 －



2023/04/03 15:45:02 / 22944195_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知_電子提供措置用

金融商品に関する注記

連結貸借対照表計上額(千円) 時 価 ( 千 円 ) 差 額 ( 千 円 )

① 投 資 有 価 証 券 （ * １ ）

そ の 他 有 価 証 券 182,329 182,329 －

② 長 期 貸 付 金 （ * ２ ） 37,079 37,079 －

③ 敷金及び保証金（ *３） 941,379 934,282 △7,097

資 産 計 1,160,788 1,153,691 △7,097

長 期 借 入 金 （ * ４ ） 190,682 190,682 －

負 債 計 190,682 190,682 －

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

関係会社株式 2,152,010

非上場株式 4,000

(2)金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、テナント未収入金、未収入金、買掛金、未

払金、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を

省略しております。

（*１）市場価格のない株式等は、上記表中には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借

対照表計上額は以下のとおりであります。

（*２）長期貸付金には、１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。

（*３）敷金及び保証金には、１年内回収予定の敷金及び保証金を含めております。

（*４）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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１年以内 １年超５年以内 ５年超

現金及び預金 11,051,823 － －

売掛金 403,538 － －

未収入金 167,379 － －

テナント未収入金 1,419,934 － －

長期貸付金 11,656 25,423 －

敷金及び保証金 127,950 482,113 331,315

合計 13,182,283 507,536 331,315

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 136,124 52,840 1,718 － － －

（注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 （単位：千円）

（注２）長期借入金の連結決算日後の返済予定額 （単位：千円）
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金融商品に関する注記

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

　　株式 182,329 － － 182,329

資産計 182,329 － － 182,329

(3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した

時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

①時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品
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金融商品に関する注記

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 37,079 － 37,079

敷金及び保証金 － 934,282 － 934,282

資産計 － 971,362 － 971,362

長期借入金 － 190,682 － 190,682

負債計 － 190,682 － 190,682

②時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期貸付金

　主に、期末日における元本に返済期日までの受取利息を加え、期末日において適用される貸

付金利により割引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金

　これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記

（単位：千円）

食肉等の

小売業
外食業 合計

売上高

顧客との契約から生じる利益 24,803,940 6,737,424 31,541,364

外部顧客への売上高 24,803,940 6,737,424 31,541,364

９．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作成のための基本となる重

要な事項（5）会計方針に関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に記載しておりま

す。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

当社グループにおいては契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適

用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
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賃貸等不動産に関する注記、1株当たり情報に関する注記、重要な後発事象に関する注記、資産除去債務に関する注記、その他の注記

10．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しています。

(1) １株当たり純資産額 2,282円52銭

(2) １株当たり当期純利益 131円76銭

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

期首残高 261,220千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 12,352千円

時の経過による調整額 520千円

資産除去債務の履行による減少額 △23,839千円

見積りの変更による増加額（注） 70,000千円

期末残高 320,254千円

13．資産除去債務に関する注記

　　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　　　イ．当該資産除去債務の概要

　主に食肉等の小売業及び外食業の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であり

ます。

　　　ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から５年～15年と見積り、割引率は0％～2.0％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。

　　　ハ．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

　　　（注）当連結会計年度において、退店時期等の新たな情報の入手に伴い、店舗等の退去時

に必要とされる原状回復費用に関して見積りの変更を行っております。

14．その他の注記

該当事項はありません。
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貸借対照表

（2023年１月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他

減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 及 び 保 証 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他
　

4,115,496

4,049,948

96

2,210

61,955

1,285

5,410,259

51,441

82,659

47,772

1,948

△80,937

3,693

5,355,123

170,536

5,165,346

14,070

1,771

3,399
　

流 動 負 債 61,163

未 払 金 4,583

未 払 費 用 4,936

未 払 法 人 税 等 34,861

預 り 金 899

賞 与 引 当 金 1,977

そ の 他 13,904

固 定 負 債 71,674

繰 延 税 金 負 債 13,807

役員退職慰労引当金 28,497

資 産 除 去 債 務 29,370

負 債 合 計 132,838

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,287,542

資 本 金 466,700

資 本 剰 余 金 1,529,877

資 本 準 備 金 1,529,877

利 益 剰 余 金 7,888,584

利 益 準 備 金 41,476

その他利益剰余金 7,847,108

配当平均積立金 200,000

別 途 積 立 金 3,370,343

繰越利益剰余金 4,276,764

自 己 株 式 △597,619

評価・換算差額等 105,374

その他有価証券評価差額金 105,374

純 資 産 合 計 9,392,917

資 産 合 計 9,525,755 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,525,755

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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損益計算書

（ 2022年２月１日から
2023年１月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 801,847

売 上 原 価 3,337

売 上 総 利 益 798,510

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 247,303

営 業 利 益 551,207

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,896

受 取 配 当 金 1,460

家 賃 収 入 5,685

受 取 手 数 料 918

そ の 他 1,365 16,324

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,063

そ の 他 302 2,366

経 常 利 益 565,165

特 別 損 失

減 損 損 失 32,018 32,018

税 引 前 当 期 純 利 益 533,147

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 108,438

法 人 税 等 調 整 額 △5,603 102,834

当 期 純 利 益 430,312

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

－ 41 －



2023/04/03 15:45:02 / 22944195_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知_電子提供措置用

株主資本等変動計算書

（ 2022年２月１日から
2023年１月31日まで ）

（単位：千円）

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資本金

資本剰余金 利　　益　　剰　　余　　金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

配 当
平 均
積立金

別 途
積 立 金

繰 越
利 益
剰 余 金

2022年２月１日期首残高 466,700 1,529,877 1,529,877 41,476 200,000 3,370,343 4,007,977 7,619,797 △597,619 9,018,755

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △161,525 △161,525 △161,525

当期純利益 430,312 430,312 430,312

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 268,787 268,787 － 268,787

2023年１月31日期末残高 466,700 1,529,877 1,529,877 41,476 200,000 3,370,343 4,276,764 7,888,584 △597,619 9,287,542

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2022年２月１日期首残高 102,423 102,423 9,121,178

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △161,525

当期純利益 430,312

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額）

2,951 2,951 2,951

事業年度中の変動額合計 2,951 2,951 271,738

2023年１月31日期末残高 105,374 105,374 9,392,917

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し売

　のもの 却原価は移動平均法により算定しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得の建物（建物附属

設備を除く。）並びに2016年4月1日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法を採用してお

ります。

②　無形固定資産 定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　長期前払費用 定額法

(3) 引当金の計上基準

①　賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に対応

する支給見込額を計上しております。

②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。過去勤務

費用については、その発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。

③　役員退職慰労引当金 役員の退任に伴う退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく必要額を計上しております。
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個別注記表

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社は、主に子会社からの経営管理料について顧客との契約から生じる収益を認識してお

り、当該履行義務は、子会社との契約期間にわたり契約内容に応じた均一のサービスを提供

するものであるため、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。なお、賃貸収

入及び配当金等については、顧客との契約から生じる収益以外の収益であります。

(5) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連

結計算書類における会計処理の方法と異なっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

することとしておりますが、これによる、計算書類に与える影響はありません。また、収益認

識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っておりますが、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。) 等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融

商品に関する会計基準」 (企業会計基準第10号　2019年７月４日) 第44－２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

こととしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りの変更に関する注記

　不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、退去時期等

の新たな情報の入手に伴い、事務所の退去時に必要とされる原状回復費用に関して見積りの変更

を行っております。

見積りの変更による増加額25,000千円を変更前の資産除去債務残高に加算するとともに、同時

に計上した有形固定資産について全額を減損損失として特別損失に計上しました。

当該見積りの変更の結果、当事業年度の税引前当期純利益は25,000千円減少しております。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 194,910千円

短期金銭債権 62,984千円

短期金銭債務 96千円

営業取引

売上高 797,670千円

仕入高 2,205千円

販売費及び一般管理費 669千円

営業取引以外の取引

営業外収益 10,249千円

営業外費用 2,063千円

場所 用途 種類
減損損失計上額

（千円）

島根県　１件 事務所 建物 32,018

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 605千株 －千株 －千株 605千株

４．貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権・債務

(3) 保証債務

    子会社の株式会社焼肉の牛太及び株式会社オーエムツーダイニング並びに株式会社マルチ

ョウ神戸屋の一部の店舗において、賃貸借契約に対する連帯保証をしております。

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

減損損失

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位を基準として、資産のグルーピングを行っ

ており、賃貸不動産及び遊休資産については物件単位でグループ化しております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減額32,018千円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しております。使用価値に

ついては、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスのため、回収可能価額を零と

して算定しております。

６．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項
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繰延税金資産

賞与引当金 604

役員退職慰労引当金 8,720

減損損失 7,024

関係会社株式評価損 1,530

未払事業税 3,331

資産除去債務 8,987

その他 3,034

繰延税金資産の合計 33,233

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △46,461

その他 △578

繰延税金負債の合計 △47,040

繰延税金資産(負債)の純額 △13,807

種類 会社等の名称

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の内容

議決権等
の(被所有)
所有割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 エスフーズ㈱ 4,298,354
食肉等の

製造・卸売事業

被所有
直接

53.3

役員の
兼任1名

余剰資金の
預入れ

余剰資金の預
入れ

10,000,000

関係会社
預け金

－

預け金の回収 10,000,000

利息の受取 6,791 － －

７．税効果会計に関する注記

（単位：千円）

８．関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

預け金に付される利息は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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種類 会社等の名称

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の内容
議決権等
の所有割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱オーエムツ
ーミート

13,000 食肉等の小売業
所有
直接

100.0

役員の
兼任4名

経 営 指
導・管理
業務の受
託

業務受託収入 581,970 未収入金 54,386

余剰資金の
受入れ

余剰資金の受
入れ

3,000,000

関係会社
預り金

－

預り金の払戻
し

3,000,000

利息の支払 2,063 － －

(1) １株当たり純資産額 1,395円63銭

(2) １株当たり当期純利益 63円94銭

(2)子会社及び関連会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

業務受託収入は、業務受託の内容、第三者に委託した場合の市場価格等を基に、合理

的に決定しております。

預り金に付される利息は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．その他の注記

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 安井　康二

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 杉田　直樹

2023年３月22日

株式会社オーエムツーネットワーク
取締役会　御中
　　　　　 有限責任 あずさ監査法人
　　　　　 大阪事務所

　監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オーエムツーネットワー

クの2022年２月１日から2023年１月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監

査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社オーエムツーネットワーク及び連結子会社からなる企

業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従

って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手

したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容

の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお

らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の

過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識

との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ

の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し

た場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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独立監査人の監査報告書

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内

部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を

作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事

項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書

において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、

不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用

者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す

る。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注

意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場

合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の

結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の

表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いるかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する

十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督

及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過

程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求

められているその他の事項について報告を行う。
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　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び

阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告

を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　　上
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独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 安井　康二

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　　　 公認会計士 杉田　直樹

2023年３月22日

株式会社オーエムツーネットワーク
取締役会　御中
　　　　　 有限責任 あずさ監査法人
　　　　　 大阪事務所

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オーエムツーネッ

トワークの2022年２月１日から2023年１月31日までの第64期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ

る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構

成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか

を評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら

れているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び

阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告

を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年２月１日から2023年１月31日までの第64期事
業年度の取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結
果につき以下の通り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項
に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統
制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した
事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における審
議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いた
しました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

2023年３月24日

 　　　株式会社オーエムツーネットワーク　監査等委員会

監査等委員 富 沢 　 進 ㊞

監査等委員 森　本　宏一郎 ㊞

監査等委員 吉 村 直 樹 ㊞
　

（注）監査等委員富沢進、森本宏一郎は、会社法第2条第15号及び第331条
第6項に規定する社外取締役であります。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をする
に当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社
の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由につ
いて、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

　

以上

－ 54 －



2023/04/03 15:45:02 / 22944195_株式会社オーエムツーネットワーク_招集通知_電子提供措置用

計算書類承認議案

候補者
番号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１

こ

児

 

　

 

　
だま

玉

 

　

 

　
こう

光

 

　

 

　
じ

二

(1960年11月８日生)

1979年４月 広島トヨペット株式会社入社
1982年３月 有限会社大久保養鶏場入社
1998年３月 株式会社オオクボ（現・株式会社オ

ーエムツーネットワーク）取締役
2004年４月 株式会社オーエムツーミート取締役
2005年４月 同社取締役副社長
2005年６月 当社取締役（現任）
2023年４月 株式会社オーエムツーミート

代表取締役社長（現任）

4,000株

【取締役候補者とする理由】
児玉光二氏は、畜産業界や小売事業、店舗開発に関する豊富な経験と幅広い見識を有
するとともに、当社取締役並びに子会社である株式会社オーエムツーミート及び株式
会社マルチョウ神戸屋代表取締役社長を務めており、その経験や能力を当社の経営に
反映していただくため選任をお願いするものであります。

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下の通りといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第64期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を

勘案いたしまして次の通りといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金24円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は161,525,160円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

2023年４月28日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)３名選任の件

　取締役(監査等委員である取締役を除く。)全員(４名)は、本総会終結の時を

もって任期満了となりますので、つきましては、経営機構改革を実施し、取締

役会において戦略的かつ機動的に意思決定が行えるよう１名減員し、取締役

(監査等委員である取締役を除く。)３名の選任をお願いいたしたいと存じま

す。

　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、取締役会の監督と執

行のあり方、取締役候補者の選任基準等を確認し、検討を行いました。その結

果、各候補者の当事業年度における業務執行状況及び業績等を勘案し、全ての

候補者について適任であると判断しております。

　取締役(監査等委員である取締役を除く。)候補者は、次の通りであります。
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計算書類承認議案

候補者
番号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

２

いく

生

 

　

 

　
た

田

 

　

 

　
ひで

英

 

　

 

　
あき

明

(1961年10月12日生)

1980年３月 株式会社ダイエー入社

1996年２月 株式会社牛肉商但馬屋入社

2005年１月 株式会社オーエムツーミート取締役

2005年４月 同社取締役副社長（現任）

2005年６月 当社取締役（現任）

9,900株

【取締役候補者とする理由】

生田英明氏は、畜産業界や小売事業、店舗開発に関する豊富な経験と幅広い見識を有
するとともに、当社取締役及び子会社である株式会社オーエムツーミート取締役副社
長を務めており、その経験や能力を当社の経営に反映していただくため選任をお願い
するものであります。

３

もり

森

 

　
た

田

 

　
りゅう

竜

 

　
た

太

 

　
ろう

郎

(1975年２月11日生)

1997年４月 丸紅畜産株式会社（現・株式会
社ウェルファムフーズ）入社

2000年10月 株式会社オーエムツーネットワ
ーク入社

2012年２月 当社管理部長代理

2022年４月 当社取締役管理部長（現任）

6,200株

【取締役候補者とする理由】

森田竜太郎氏は、財務会計や人事労務を中心に管理部門に関する豊富な知識と経験を
有しており、その経験や能力を当社の経営やコーポレートガバナンスの強化などに反
映していただくため選任をお願いするものであります。

（注） １． 取締役候補者　児玉光二氏及び生田英明氏は、それぞれ株式会社オ

ーエムツーミートの代表取締役社長、取締役副社長を兼務してお

り、当社は同社との間に業務指導料の取引関係があります。

２． その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありま

せん。

３． 当社は、取締役、監査等委員である取締役及び子会社役員を被保険

者として、役員等賠償責任保険(Ｄ&О保険)契約を締結しておりま

す。故意又は重過失に起因する損害賠償請求は、上記保険契約によ

り填補されません。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当

該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更新する

予定であります。
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計算書類承認議案

氏名
当社における

地位及び担当

企業

経営

畜産業界

知見

小売事業

店舗開発

財務

会計

人事

労務

法務

コンプラ

イアンス

児玉　光二
代表取締役

社長
○ ○ ○

生田　英明 取締役 ○ ○ ○

森田　竜太郎
取締役

管理部長
○ ○ ○

富沢　進
取締役

監査等委員
○ ○

森本　宏一郎
取締役

監査等委員
○

吉村　直樹
取締役

監査等委員
○ ○

ふ り が な

氏　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

かの

鹿

 

　
め

目

 

　
たつ

達

 

　
や

也

(1983年１月15日生)

2006年10月 ビーエー東京監査法人（現・ＵＨ

Ｙ東京監査法人）入所(現任)

2010年８月 公認会計士登録

2016年１月 税理士登録

－株

（ご参考）取締役のスキル・マトリックス

　第２号議案が全て原案通り承認された場合の取締役のスキル・マトリックス

は以下の通りとなります。

（注）各取締役に特に期待される領域を記載しており、各取締役の有する全ての知見を表すものではありません。

第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　2022年４月27日開催の第63期定時株主総会において補欠の監査等委員である

取締役に選任されました鹿目達也氏の選任の効力は、本総会開始の時までとさ

れておりますので、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことに

なる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするもの

であります。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次の通りであります。

（注） １． 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２． 鹿目達也氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

３． 鹿目達也氏を補欠の社外取締役候補者とした理由は、公認会計士・

税理士として専門的な知識、経験等を当社の経営に活かしていただ

けると判断したためであります。また、同氏は、会社の経営に直接

関与した経験はありませんが、上記理由により社外取締役として、

その職務を適切に遂行していただけるものと期待しております。
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計算書類承認議案

ふ り が な

氏　　名 略　　　　　　　歴

おお

大

 

　　

 

　
ごえ

越

 

　　

 

　
つとむ

勤 2000年６月 当社代表取締役社長（現任）

４． 鹿目達也氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満

たしており、同氏が就任された場合、同氏を独立役員として同取引

所に届け出る予定であります。

５． 鹿目達也氏が社外取締役に就任した場合には、当社は同氏との間で

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、法令が定める限度内で締結する予定で

あります。

６． 当社は、取締役、監査等委員である取締役及び子会社役員を被保険

者として、役員等賠償責任保険(Ｄ&О保険)契約を締結しておりま

す。故意又は重過失に起因する損害賠償請求は、上記保険契約によ

り填補されません。なお、候補者が取締役に就任した場合は、当該

保険契約の被保険者となります。

第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）大越勤氏は、本総会終結の時を
もって任期満了により、退任されますので、在任中の功労に報いるため、当
社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈すること
といたしたく存じます。また、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締
役会にご一任願いたいと存じます。
　退職慰労金については、当社の業績及び企業価値の向上に尽力し、取締役と
しての職務を適切に遂行したため贈呈するものであり、その金額は当社の役
員退職慰労金規程に基づき算定し支給するものであるため、相当であると判
断しております。
　本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はござ
いませんでした。
　退任取締役の略歴は、次の通りであります。

以　　上

－ 58 －
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地図

当日の受付開始は､午前９時からとなっております｡

第64期定時株主総会会場ご案内略図

ところ　　東京都港区芝公園１丁目５番10号

芝パークホテル　２階　ローズの間

でんわ　　03－3433－4141（代表）

○開始時刻（午前10時）直前は受付の混雑が予想されますので、お早めに

ご来場ください。

○総会ご出席者へのお土産はご用意しておりませんので、あらかじめご了

承ください。

○駐車場はご用意しておりませんので、公共交通機関をご利用ください。

至竹芝さんばし
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交　通：都営三田線「御成門駅」（Ａ２出口）より徒歩３分

都営浅草線・大江戸線「大門駅」（Ａ６出口）より徒歩５分

ＪＲ・モノレール「浜松町駅」（北口）より徒歩10分


